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▲防災環境産業委員会で、新型コロナの影響で地場産業が最大の危機にあると、救済策を求めました。その後、県や自民党の要望活動により、国の給付金を
含む経済対策が実現しました。※後方は記者席。（R2.3.13）

◎2ヵ年度分の合計　　　　　　　　　　81億15百万円
※R1予算分8億26百万円、R2予算分72億89百万円

○感染症防止策の強化
　PCR検査自己負担分及び入院協力医療機関の空床確保
に対する補助や高齢者福祉施設等へのマスク、消毒液の提
供等
　・感染症予防医療法施行事業

　　R1予算分64百万円、R2予算分514百万円
　・社会福祉施設等新型コロナウイルス感染症対策事業

　　R1予算分95百万円
※マスク配布約410万枚予定－高齢者福祉施設、障害者福

祉施設、こども園、保育所、幼稚園、児童福祉施設など
○影響を受ける県民生活等への緊急対応
　低所得者等の生活を支える生活福祉資金の原資の積み増
しや、特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサー
ビスの追加実施費用に対する補助等
　・生活福祉資金貸付原資等助成事業 R1予算分456百万円
　・障害児福祉施設入所事業   　　　R1予算分205百万円
○影響を受ける県内産業等への緊急対応
　新規融資枠の拡充に合わせた信用保証料補助や利子補給
の拡充などの県独自の中小企業に対する資金繰り支援
　・中小企業融資資金貸付金（パワーアップ融資）

R2予算分5,858百万円（融資枠410億円追加）
　・中小企業信用保証料助成  　　　R2予算分440百万円
　・新型コロナウイルス感染症対策利子補給事業

　　  R2予算分454百万円

県政トピックス2

県政トピックス1

相　談　内　容 相　　談　　先
●一般の相談（新型コロナウイルス感染症の相談等）
●帰国者・接触者相談センター
（新型コロナウイルス感染症が疑われる場合）

茨城県庁内 中央保健所（旧水戸保健所）
TEL：029-301-3200 TEL：029-241-0100

受付時間：24時間（土日・祝日含む） 受付時間：平日　9時～17時
●中小企業向け融資・助成の相談
※県ＨＰに経営全般の相談窓口を掲載しています。

茨城県庁内（新型コロナウイルス感染症中小企業支援対策室）
TEL：029-301-2869 受付時間：平日　9時～17時

●内定取消・雇い止めの相談 いばらき就職支援センター（内定取消者等支援窓口）
TEL：029-300-1715 受付時間：平日　9時～19時

病院数 入院可能病床数 うち重症患者受入可能数 ＥＣＭＯ活用可能数 人工呼吸器活用可能数
県全体 38 約200 約40 11 213

新型コロナウイルス感染症に関する県の相談窓口

新型コロナウイルス感染者の入院可能病床数等（県立中央病院含む）

主な事業

補正予算の規模

新型コロナウイルス感染症対策に関する補正予算を可決

アクアワールド茨城県大洗水族館新館（ジンベエザメ展示）
整備事業費を全会（全議員）一致で減額修正可決

　令和2年度茨城県一般会計予算案の中で、大井川知事はアクアワールド茨城県大洗水族館新館整備事業費を計上しまし
た。令和4年度末オープンを目指し、現在の約2倍に当たる年間約200万人の来場者を見込んで、総事業費は130億円を予
定していました。今回はそのうち、建物の設計やジンベエザメ確保の費用として3億4,700万円の予算案を提案していまし
た。これに対し、いばらき自民党など県議会は、収支見通しや交通渋滞対策、議会と県民に対する説明が不十分と判断し、
更には、県税収減や新型コロナウイルス感染症への優先対応などを考慮して、ジンベエザメ展示はゼロベースで考え直す
こととして4,500万円（今後の県大洗水族館の魅力向上のための調査や交通対策費）に減額修正したものです。
※私常井洋治は、防災環境産業委員会で、いばらき自民党を代表して減額修正を提案し、その後本会議において全会一致

で修正可決されました。
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R2.4.4現在
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令和2年県議会第1回定例会を終えて
（令和2年2月27日～3月24日、27日間）

令和元年県議会11月臨時会（令和元年11月19日）
第4回定例会（令和元年12月4日～20日、17日間）を終えて

　令和2年県議会第1回定例会は、2月27日から3月24日ま
での27日間開かれ、令和2年度当初予算及び補正予算、令
和元年度補正予算及び条例案など91の議案が可決、修正
可決、同意、承認されました。令和2年度一般会計当初予
算の概要をお知らせいたします。

1兆1,632億1,900万円（当初予算案）
 (前年度当初予算比2.4%の増、県政史上最大規模)
※災害関連予算や地方消費税の税率変更分などを除けば、

1.2%の増
※県大洗水族館新館整備事業（ジンベエザメ）の減額修正

後の予算は1兆1,629億1,700万円
（補正後予算）1兆1,702億600万円
※前ページに掲載した新型コロナウイルス感染症対策に関

する補正予算72億8,900万円の増

【財政健全化に向けた目標】
・　特例的県債を除

く県債残高を前年
度以下に縮減。

・　臨時財政対策債
を地方交付税とし
て算定した場合の
プライマリーバラ
ンスの黒字の維持。

〈県債残高（借金残
高）は減額〉
・　「防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策」を

含む公共投資等に充てる通常県債の発行額は10.0%の増
となるものの、県債残高の総額は前年度末に比べて147
億円減の2兆1,151億円となる見込み。なお、交付税の代
替財源として発行する臨時財政対策債等の特例的県債を
除く県債残高は149億円減の1兆1,424億円となる見込み。

〈プライマリーバランスは黒字を維持〉
・　プライマリーバランスとは、その年度の行政サービス

に必要な歳出が県税や地方交付税などその年度の収入で
賄えているかどうかを表す指標である。県税収入の増や
行革努力などにより、プライマリーバランス（臨時財政
対策債を交付税として算定した場合）は781億円の黒字
となる見込み。

〈公共事業費は微増〉
・　復興・創生期間の最終年度である震災復興関連事業な

ど、社会資本の整備を引き続き着実に進めるとともに、
国の「防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策」
の活用などにより、公共事業全体（特別・企業会計含み）
については、前年度比0.7%増の1,274億円を計上。

〈県税収入、一般財源総額は前年度並みを確保〉

・　県税は対前年度比0.1%増の3,867億円を計上。地方消
費税清算金を合わせた地方消費税清算後の県税ベースで
は、対前年度比1.6%、69億円増の4,382億円となる。法
人二税（法人県民税及び法人事業税）は企業収益の減に
より前年度比▲6.2%、61億円減の928億円を計上。

・　地方交付税は、対前年度比2.1%、38億円増の1,898
億円を計上。また臨時財政対策債は、対前年度比▲
6.9%、38億円減の512億円を計上。県税（地方消費税清
算後）、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）、臨時
財政対策債と地方譲与税等を合わせた通常分の実質的な
一般財源総額は対前年度比1.0%、73億円増の7,217億円
となる。

〈一般財源基金を11年ぶりに取り崩し〉
・　全国的な企業業績の悪化などにより、税収等の増加が

十分に見込めないこと等から、一般財源基金から32億
円取り崩して歳入に計上。

・　一般財源基金は令和2年度末で622億円となる見込み。

【Ⅰ「新しい豊かさ」へのチャレンジ】
　○常陸牛を世界トップブランドに育成するための一貫し

た生産体制を構築。
　　新　優良繁殖和牛群整備対策事業　　　　155百万円
　　　　※優良雌牛購入費70万円の補助等
　○新たなビジネス展開や生産性向上を志す経営者を対象

とした研究会の開設。
　　新　茨城経営者育成事業　　　　　　　　　15百万円
【Ⅱ「新しい安全・安心」へのチャレンジ】
　○医師を目指す方への支援を通じた医師確保の推進。
　　拡　医師修学資金貸与事業　　　　　　　 786百万円
　○国土強靱化3か年緊急対策に対応した防災・減災対策

を推進。
　　拡　公共事業（国土強靱化3か年緊急対策関連分）

　　　　　　　　　　　12,236百万円
【Ⅲ「新しい人財育成」へのチャレンジ】
　○中高一貫校におけるICT環境（1人1台端末）整備によ

り「学びの質・効率性」を向上。
　　新　県立学校先端技術活用教育推進事業　107百万円
　○就学前の子どもの家庭養育原則を踏まえ、里親委託を

強力に推進。
　　拡　里親養育包括支援事業　　　　　　  　58百万円
【Ⅳ「新しい夢・希望」へのチャレンジ】
　○本県観光の中核施設である水族館の誘客機能を更に強

化。
　　新　アクアワールド茨城県大洗水族館新館整備事業

（議決による修正後）45百万円
　○世界的なスタートアップイベントの誘致等により、起

業・創業の拠点都市を形成。
　　新　スタートアップ・エコシステム拠点都市推進事業

「新しい茨城づくり」チャレンジのポイント
当初予算のポイント

令和2年度一般会計予算

▲ジンベエザメは、沖縄、大阪など国内4箇
所の水族館で展示されている。
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　　　　　　　　　　　　40百万円
〈これまでの主な取り組み状況と継続予算〉
Ⅰ「新しい豊かさ」へのチャレンジ
　○全国トップレベルの本社機能等誘致補助制度を創設

し、16件を補助対象に認定。
　　本社機能移転強化促進補助　　　　　 　5,000百万円
　○県北地域に付加価値の高い有機農業の大規模モデル団

地を整備。
　　いばらきオーガニックステップアップ事業　107百万円
Ⅱ「新しい安全・安心」へのチャレンジ
　○最優先の病院・診療科（必要医師16名）を選定して重

点対策を講じ、10.5名を確保。
　　県外からの医師確保強化事業　　　　　　 255百万円
　○ソフト・ハードを組み合わせた治水・浸水被害対策を

推進。
　　住民避難力強化事業　　　　　　　　　　 　3百万円
Ⅲ「新しい人財育成」へのチャレンジ
　○県立高等学校改革プランに基づき、2020年度以降、

中高一貫校10校を順次開設。※今年度は、太田第一、
鉾田第一、鹿島、竜ヶ崎第一、下館第一が開校。

　　県立高等学校改革プラン推進事業　　　　 431百万円
　○第3子以降で3歳未満の子どもの保育料について、所

得制限を撤廃し、完全無償化を推進。
　　多子世帯保育料軽減事業　　 　　　　      571百万円
Ⅳ「新しい夢・希望」へのチャレンジ
　○2021年春のリニューアルオープンに向けたフラワー

パークの改修等を実施。
　　フラワーパーク振興対策事業　 　　　　1,800百万円
　　[国交付金を活用しR1最終補正予算に計上]
　○本県観光のイメージアップに繋がる宿泊施設の誘致促

進制度を創設し、1件を認定。
　　宿泊施設立地促進事業　　　　　　　 　1,002百万円

・外国人材確保に向けた就職マッチング機能の強化。
　拡　外国人材活躍促進事業　　　　　　　 　107百万円

・大手企業人材のセカンドキャリアへの誘導と県内企業と
のマッチング。

　拡　プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業
　83百万円

・陸上養殖産業の創出にチャレンジするための調査・検
討。※基本構想（IBARAKIモデル）の策定等

　新　「いばらきの養殖産業」創出事業　　　　　8百万円
・医療機関への「遠隔画像診断補助システム」等の導入支

援。
　ICT活用による医療体制強化支援事業　　　 　31百万円
・地域猫の不妊去勢手術への支援や適正飼育指導員による

監視及び指導等。
　拡　犬猫殺処分ゼロを目指す環境整備事業　　27百万円
・SNSの活用などによるいじめ対策の強化。
　拡　いじめ問題対策推進事業　　　　　　　　38百万円
・県民の森、県植物園の魅力向上に向けた計画策定。
　新　県民の森等魅力向上事業　　　　　　　　20百万円
・企業等と連携した県産品販売イベントの開催。
　新　「茨城をたべよう」食の魅力発信強化事業  19百万円
〈社会資本の整備〉
①国補助公共事業（全会計）　1,021億円（対前年度比▲0.3%）
　直轄事業負担金、補助事業
　［地元笠間市関連（主な箇所）］
　・地方道路整備事業…国道355号、大洗友部線、石岡城

里線
　・国補河川改修事業…涸沼川
　・公園事業…笠間芸術の森公園
　・山地治山事業…上郷
　・経営体育成基盤整備事業…南友部
②県単独公共事業（全会計）　253億円（対前年度比+5.1%）
　防災・減災対策事業、長寿命化対策事業
　［地元笠間市関連（主な箇所）］
　・道路補修事業…鶏足山片庭線、水戸岩間線
　・河川防災事業…枝折川、片庭川
　・緊急浸水対策事業…涸沼前川、稲田川
　・県単土地改良事業…巴川沿岸、箱田東部

【県民生活環境部】
　常井委員　ジンベエザメ展示館の新設について確認した
い。総事業費130億円は、大洗町の一般会計予算86億円を
超える巨額の投資となるが、その前提となる収支見通しは、
新館だけでなく、既存館と一体的なものとして作成すべき
だと考えるがどうか。
　阿部生活文化課長　今回示した収支見通しは、既存館と
新館を合わせたものになっている。
　常井委員　耐用年数50年とすれば、既存館はもうすぐ
オープンから20年となり、今後は老朽化対策としてます
ます修繕費等が必要になってくる。それらを加味して一体
的な収支を作成しているとは思えない。
　県大洗水族館は、年間110万人の来場者がおり、非常に
頑張っている。その前提にイルカショーがある一方で、イ
ルカを今後どう確保していくのかが喫緊の課題となってい
る。このような課題を置き去りにして、ジンベエザメばか
りとなってしまっては足元が崩れてしまう。イルカの繁殖

注目の新規・拡充等

防災環境産業委員会の質疑要約（R2.3.12・13）
●ジンベエザメ展示館の新設に伴う県大洗水族館の収
支見通しは、新館だけでなく、既存館を含めた一体的
なものとして作成すべきだ。
●県大洗水族館のイルカ繁殖は先行して行うべきだ。
●避難所となる笠間市民体育館に冷暖房の設置を。
●トレーラー型のトイレを整備するなど、避難所の事前
整備を進めるべきだ。

●中小企業振興公社の不適切な事務処理に関し、指導
監督する立場にあった副知事、部長に対しても処分す
るなど、しっかりと「けじめ」をつけるべきだ。

●新設する中小企業グローバル推進機構の名称は誤解
を招きやすいため、再考すべきだ。
●新型コロナウイルス感染症に関する中小企業への支援
は、国の無利子・無担保の融資以外の方法も考えるべ
きだ。
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は先行して行うべきだと考えるがどうか。
　阿部生活文化課長　イルカショーは非常に人気があり、
今後も継続していきたいと考えている。繁殖技術は、水族
館でも研鑽しており、現在の施設でも不可能ではない。今
後も繁殖できるよう取り組みを進めていきたい。

【防災・危機管理部】　
　常井委員　災害時に人間らしい避難所生活を送るには、
大勢の人が利用することを想定した避難所の事前整備が必
要である。笠間市にも立派な市民体育館があるが、冷暖房
が整備されていない。少なくとも主要な避難所には冷暖房
を整備するなど、避難所の環境改善に向けた取り組みを進
めてもらいたい。また、最近では、トレーラー型のトイレ
があり、きれいでシャワーも完備しているものもある。い
つでも使えるようトレーラー型のトイレを購入するなど、
事前整備を進めてもらいたいと考えるがどうか。
　服部防災・危機管理部長　災害が頻発化する中で、避難
所の環境改善は喫緊の課題だと認識している。一方で、大
規模施設の環境改善には財源確保が課題
となるため、国土強靭化のための3か年
計画の中で示されている高効率空調設備
等の補助事業や、有利な財源制度である
緊急防災・減災事業債などの国の支援制
度を周知し、早期に着手するよう市町村
に働きかけていきたい。トレーラー型の
トイレについては、効果的であると考え
るが、県が導入するには、平時での活用
など課題もあると認識している。今後も
勉強していくとともに、支援制度を創設
するよう国に対しても要望していきたい。

【産業戦略部】
　常井委員　中小企業振興公社から中小企業グローバル推
進機構への移行の過程が分かりにくい原因に「けじめ」が
ないことが挙げられる。国から補助金返還を求められる不
適切な事務処理があったため、解体して新法人を設立する
ということだが、中小企業振興公社だけに責任があるかの
ようになっており、副知事が理事長であるにもかかわらず、
部長も含めて本庁では責任が問われていない。知事や執行
部が他人事のようになっていると感じている。在籍中の3
月までに総務部と再度話し合いをし、処分しないのであれ

ば、理由を明確にしてもらいたいと思うが、部長の見解は。
　小泉産業戦略部長　公社の指導監督権限を有する立場と
して、そもそも我々本庁に報告がなかったこと自体、指導
監督不足であったと深く反省している。総務部には我々の
責任、やってきたことなど、きちんと説明をし、我々も処
分されることについて覚悟を持って待機していた。産業戦
略部関係の職員については、処分が無かったわけだが、納
得いかない方も多くいると思うので、再度総務部と話をし
ていきたい。
　常井委員　是非とも総務部と話し合いをし、「けじめ」
をつけられるようにしてもらいたい。
　新設される機構の名称は、「中小企業グローバル推進機
構」であるが、非常に分かりにくい。中小企業は、国内で
の活動がほとんどである。今後も中小企業への支援を基本
とし、その中で、グローバルな展開も応援していくという
ことであれば、名称の再考を促したいと思うがどうか。
　伊佐間産業政策課長　大企業とのマッチングなど、既存
の公社の事業もしっかりやっていく。そのうえで、中小企

業の経営基盤や技術力の向上を図りなが
らグローバルを目指せる企業を育ててい
きたい。名称にはそのような思いが込め
られている。
　常井委員　グローバルを目指す企業ば
かりではない。目指さない企業があっ
てもいい。地に足をつけて地域で頑張っ
ている中小企業を応援していくのであれ
ば、私は誤解を招きかねないので名称の
再考をすべきだと思う。
　次に、新型コロナウイルス感染症の影

響についてであるが、非常に深刻な経済状況となっている。
地場産業である地元の納豆業者では売り上げが8割減とな
るなど、非常に深刻な状況となっている。このままでは、
地場産業が無くなってしまう。無利子・無担保という国の
支援が示されているが、これは返済しなければならないも
のである。国がここまでしかやらないから県もできないと
いうのではなく、何か方法はないか、無理を承知で聞いて
いるわけだが、県の考えは。
　伊佐間産業政策課長　雇用調整助成金など国の支援策は
あるものの、国にまかせるばかりではなく、産業戦略部と
しても、委員の知恵を借りながら良いアイデアを出し、国
へ要望していきたい。

HPアドレス●http://business2.plala.or.jp/tokoiy　「県政について語ろう！」コーナーをぜひご覧ください。
フェイスブックもどうぞご覧ください。皆様のご意見をお待ちしています。

とこい洋治が見つけた地元の元気！

▲稲田地区の用水機場が土砂堆積に
より機能低下している現場を調査。
土地改良区役員、県、市の担当者
と善後策を協議した。（R2年2月）

▲ジンベエザメの予算案について協議した
いばらき自民党政調会は、満席で緊迫感で
いっぱいだった。県議会史上71年ぶり2回
目の減額修正議決につながった。（R2年3月）

▲いばらき自民党観光振興議員連盟（海野透会
長）には、観光業、飲食業、タクシー業などの
団体から、新型コロナ対策が要望された。私も
副会長として、実現に努めてきた。（R2年3月）

▲17年前に植えた栗の老木を抜根して、
新たに栗の苗木117本を植樹した。
議員として農業の実体験を大事にして
いきたい。（R2年3月）

▲130億円の巨費を投ずるジンベエザメ関係
予算は、あまりに唐突で性急な計画であると
原案否決、減額修正を提案した。（R2.3.12）


